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研究成果の概要（和文）： 
ここ数年、会社法や民法が改正され、合併、株式移転・株式交換、分割、現物分配といった組
織再編行為や M&A 取引等の利用価値が大幅に増大している。本研究は、これらの取引を行った
場合の課税ルールについて、主として中立性や合理性の観点から検討を試みるものである。既
存のルールと改正により導入されたルールの比較、アメリカ法を中心とした比較法研究、さら
にはデータに基づく実証研究などを通して、個々の規定にはまだ改善の具体的可能性が多く残
されていることを指摘した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
In recent years the Companies Act and Civil Code have been amended, and consequently 
the utilities of corporate reorganizations or M&A transactions, such as mergers, stock 
transfers, stock exchanges, corporate divisions and distributions in kinds, have increased. 
This study considered appropriate tax rules for such transactions under the neutrality and 
rationality point of view. Comparing the former rules with the new rules, Japanese rules 
with U.S. rules and through empirical research, it has become clear that there is still room 
for improving the current provisions. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)申請時は、会社法の改正を受けてＭ&Ａ
(mergers and acquisitions)等の法人取得取
引や法人組織再編取引さらには買収防衛取
引の枠が大幅に広がったときであった。その

ような状況に鑑みて、整合性を持った課税制
度構築の必要性を感じ、そのことが本研究の
直接の動機となった。すなわち、類似の経済
的結果に到達するために、以前にも増して複
数の取引方法が認められるようになった現
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状において、取引形態の違いにもかかわらず、
中立的で合理的な課税を担保するためには
どのような方法があるかという問題意識を
持つに至ったのである。 
 
(2)M&A 等に関する課税分野は、まずビジネ
ス・ロイヤー等の実務家が日常業務の必要性
から問題点を指摘することに始まり、それに
続いて研究者の研究が行われる（つまり本格
的な研究が後追いになる）傾向の特に強い領
域であるように思われる。 
申請時は、会社法の改正を受けた研究が目

立っていた。例えば、中里実・神田秀樹編著
『ビジネス・タックス』（有斐閣・2005 年）
では、第 5 章「コーポレート」の箇所におい
て、企業買収やＭ&Ａに関する実務上の問題
点が指摘されている。とりわけ、渉外弁護士
としての立場から書かれた渡辺健樹「1 国
際間の株式を対価とする企業買収と課税お
よび会社法－三角合併を中心として」および
武井一浩「4 Ｍ&Ａ税制（企業組織再編税制）
をめぐる未解決の実務・解釈上の緒論点－会
社法制の現代化改正も視野に入れて」の二つ
が本研究の実務に関する先行業績として参
考になった。さらに遡ると、西村総合法律事
務所編『Ｍ&Ａ法大全』（商事法務研究会・
2001 年）が、Ｍ&Ａに関する実務的な問題点
を網羅的に扱い、その第 3 章「Ｍ&Ａ租税法
－Ｍ&Ａ会計の基礎を含む」では、租税の問
題が取り上げられていた。 
 国外の研究動向としては、アメリカにおい
てこの分野の研究が盛んである。アメリカ法
は、1918 年に初めて制定法に非課税組織再
編成(tax-free reorganization)の規定を置い
て以来、およそ 90 年にわたり、条文と判例
の変遷を繰り返してきた。それは、企業買収
や組織再編行為に税制ができるだけ干渉す
ることを控えながらも、想定される租税回避
に対処してきた結果でもある。参照すべきア
メリカ法の文献については、拙著『企業組織
再編成と課税』（弘文堂・2006 年）に網羅し
たが、その代表的なものとして、BORIS I. 
BITTKER & JAMES S. EUSTICE, 
FEDERAL INCOME TAXATION OF 
CORPORATIONS & SHAREHOLDERES, 
¶ 11 & ¶ 12(7th ed. 2000) and 2006 
CUMULATIVE SUPPLMENT お よ び
MARTIN D. GINSBURG & JACK S. 
LEVIN, MERGERS, ACQUISITIONS, 
AND BUYOUTS(2007)をあげることができ
る。前者は研究者、後者は実務家による業績
である。 
 
(3)これまで研究代表者は、(i)租税回避と組織
再編成の関係、特に、非課税法人分割を利用
することで、株主段階の配当所得をキャピタ
ル・ゲインに転換させるアメリカのベイル・

アウト(bail-out)という行為の研究、(ii)優先
株式を使ったベイル・アウトとわが国のみな
し配当課税のあり方の研究、(iii)組織再編成
における非適格資産(boot)に対する課税に関
する研究、さらには、(iv)平成 13 年度税制改
正によって日本に組織再編税制が導入され
る前後を通じて、アメリカ法にある各種の組
織再編成のうち、主として A 型～D 型までの
考察を参考として、わが国のあるべき税制お
よび現行税制が有する問題点の研究を行っ
てきた。また、平成 19 年 5 月、会社法が組
織再編成における対価の柔軟化を認めたこ
とにより、三角合併等が解禁されたことに鑑
みて、(v)三角型組織再編成の課税についても
検討してみた。 
 
(4)それらの研究を行ってみて、Ｍ&Ａの視点
からは、非課税扱いが必ず当事者に有利にな
るとは限らないこと、事前警告型の敵対的買
収防衛策との関連からは、一つの法人内で行
われる組織再編成(同じ法人の有価証券どう
しを交換する組織再編成など)にも目を配る
必要があること、取得法人が自社株で対象企
業を購入するというＭ&Ａ取引の特徴からみ
ると、三角型の組織再編成における親会社株
式移転に対する（子会社への）課税方法は、
法人税法の根幹にかかわるテーマになりう
ることなどがわかった。 
 
２．研究の目的 
(1)これまでの研究によって問題点が明らか
となった既述の各取引を含めて、Ｍ&Ａ等の
法人取得取引や法人組織再編取引等の諸問
題について、具体的な事案を設定し、現行法
の解釈によって生じる結果が中立的である
かどうかをまず検討し、もし妥当といえる結
論が得られなかった場合、立法論までを展開
することにした（また、上記１(4)で示した取
引以外でも、クロス・ボーダー取引や事業再
生取引といった諸取引も考察対象とするこ
とにした）。 
例えば、課税取引となった方が有利である

具体例としては、資産に含み益がある場合に、
取得者側は高い取得価額(basis)を付けられ
ること、含み損がある場合に、対象者側は時
期を選んで損失を実現できることがあげら
れる。それらの取引について考えるとき、特
に気を付けなければならないのは、経済的結
果が同じまたは類似であっても、取引形態が
異なるために、それに対する課税結果も異な
る場合が生じうることである。 
 
(2)そして、これまで研究してきた既存の組織
再編取引、例えば、現物出資や合併という行
為に対する課税方法やみなし配当のあり方
を（配当の概念を含めて）を再検討すること
にした。また、全研究の土台となる実現主義

 



 

そのものについても、その根拠とあるべき姿
について再考してみた。 
本研究では、同じような経済実態を持つ取

引には、できるだけ同じような課税をする立
法が好ましいという前提に基づき、納税者に
課税・非課税の選択を与えないような法制度
の構築を目指す。ただし、これは経済的実質
主義に基づく課税を意味しない。あくまでも
租税法律主義のもとで、予測可能性・法的安
定性が担保された状態を前提として、望まし
い制度が作れないかという検討を行うもの
である。 
 
 
３．研究の方法 
(1)まず、Ｍ&Ａに関する課税理論の基礎とな
る実現主義について、この基準の本質を再考
した後、組織再編成のなかでも、特に三角合
併を取り上げて、子会社における親会社株式
の交付に対する課税について検討した。 

続いて組織再編成としての現物分配や株
式移転・株式交換、クロス・ボーダー取引と
しての外国子会社配当、会社法との差異を意
識しつつ税法における配当等の概念を取り
上げ、各制度の経済的効果や課税結果につい
て合理的または中立的な税制になっている
かどうか、なっていないとすればあるべき税
制とはどのようなものかについて検討を行
った。 
 
(2)具体的な方法としては、文献購読、アメ
リカ法を中心としたデータ・ベースによる資
料収集、各種研究会等への参加、国内外の法
律事務所、会計事務所および中央官庁の訪問
とそこでの専門家との意見交換、アメリカの
ロー・スクールにおける教授等へのインタビ
ューを行った。 
 
 
４．研究成果 
(1)研究期間の前半部分においては、①まず、
シャウプ勧告とアメリカを参照しつつ実現
主義に関する検討を行った。そこでは、わが
国にも実現という概念を導入することで、こ
れまで問題となってきた譲渡であるかどう
かという議論が整理できる可能性を示唆し
た。 
②続いて、日米の組織再編税制における適

格要件の比較をした。アメリカ法には、（日
本法には存する）事業関連性要件、事業規模
要件および役員引継要件が存在しないが、そ
のことの示す意味について、立法的な考察を
行った。特に、三角合併については、事業関
連性要件の存在意義が問われるように思え
た。また、100%株式保有というグループ要件
が日本法の特色であることを指摘したが、そ
れは平成 22 年度改正におけるグループ法人

税制の到来を予測することにつながった。 
③さらにアメリカ法との比較に関しては、

非適格資産(boot)に関するあり方について
も検討を行い、2010 年および 2011 年度のオ
バマ政権における改正提案に示唆を求めた。 
 
(2) 研究期間の後半部分においては、①平成
22年度の税制改正により、グループ法人税制
の導入に合わせて、新たに適格現物分配に関
する課税制度が創設されたため、それに関す
る検討をまず行った。適格現物分配は、組織
再編成の一類型であるにもかかわらず、適格
組織再編成の種類として、（100%の株式保有
という）完全支配関係がある法人間の現物分
配しか用意されていない。また、合併や分割
といった既存の組織再編成のように、支配関
係のある場合の現物分配や共同で事業を営
むための現物分配といったカテゴリーが用
意されていない。さらに、適格現物分配では、
事業の移転が前提となっている適格合併や
適格分割とは異なり、個々の資産の分配が前
提とされている。これらのことから、適格現
物分配をグループ法人税制の一部として位
置づけながら、そのすべてを適格組織再編成
として扱うことは、合理性や中立性の観点か
ら理論的には無理があるように思われた。 
②次に、信託税制については、A 社のなか

にα部門があり、この部門に属する財産につ
いて信託を設定し、その受益権が A社の株主
に交付された場合、分割型分割（法法 2条 12
号の 10）と考えることができ、またそれを前
提として、法人税法上の要件（法法 2 条 12
号の 11）を満たせば、適格分割型分割（法法
2 条 12 号の 12）として扱うことができるの
かという問題があるが、検討の結果、中立性
観点から立法論として肯定する可能性はあ
るものの、解釈論上は困難であるという結論
に至った。 

③クロス・ボーダー取引に関しては、平成
21年税制改正により、一定の外国子会社から
の配当が親会社において益金不算入とされ
る制度（法人税法 23 条の 2）が創設された。
この制度導入について、わが国は居住地管轄
に基づく課税権を手放して、海外からの資金
還流を促す税制改正を行ったとされるが、結
果として資金は還流されたのか、還流された
としてその資金は国内の設備や雇用のため
に有効に投資されたのかという問題意識か
ら実証研究を行い、資金の一部が還流されて
いない可能性および還流された資金の使途
が明確に把握し難いことを指摘した。 

加えて、この制度の理論的な側面として、
外国で課税された源泉税のわが国における
課税方法について検討を行い、解釈論として
現行法の扱いを是認しながらも、これが資金
還流を阻害している原因になりうることを
確認した。 

 



 

④株式移転における自己株式の問題につ
いては、適格株式移転において自己株式に株
式移転完全親法人の株式が割り当てられた
場合の株式取得価額がゼロになる問題を取
り上げ、解釈論として判例の立場を是認しつ
つも中立性の観点から法改正の必要性を説
いた。 
 ⑤会社法との比較については、税法におけ
る配当の概念を取り上げた。税法は伝統的に
配当の概念を商法から借用してきたが、両者
は徐々に乖離して行き、会社法導入後は特に
その傾向が顕著であることを確認し、その必
要性および合理性について検討した。特に配
当に課税される場合、株主における原資とは
何を意味するのかという視点から、資本の部
（純資産の部）に着目し、現行法を分析する
とともに、アメリカ法を参照しながら他の制
度導入の可能性を示唆した。 
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